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1. 福島県における各種廃棄物処理状況と資材リサイクル 

平成 26 年度末までのまとめ 1)によると、東⽇本⼤震災により発⽣した災害廃棄物の福島県における処理
状況は下表のとおりである。会津と中通りはほぼ完了した。平成 27 年 4 ⽉ 24 ⽇のまとめによれば、浜
通りのうち、避難区域を除く地域の災害廃棄物処理率は地域により 61 から 100％の範囲であった 2)。 
福島県の避難区域においては国直轄の処理が⾏われており平成 29 年 8 ⽉末時点で 164 万トンが完了し、
うち 28 万トンは焼却処理済み、約 73 万トンが再⽣利⽤済みである 3)。焼却処理に伴う廃棄物焼却灰等
の最終処分が今後の課題になっている。 
 
表 1  東⽇本⼤震災により発⽣した災害廃棄物のうち、福島県中通りと会津における処理状況 （H27
年 3 ⽉） 
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表 2 東⽇本⼤震災により発⽣した災害廃棄物のうち、福島県浜通り（避難区域除く）における処理状況 
（H27 年 4 ⽉ 24 ⽇まとめ）  

 
注） 表のうち左から 2 列⽬は津波堆積物と災害廃棄物の合計量 



 
このような中で、平成 26 年度の統計によれば福島県の⼀⼈⼀⽇当たりの⼀般廃棄物排出量は全都道府県
中で第 1 位である⼀⽅、そのリサイクル率は全都道府県中で 43 位である。リサイクル率の福島県と全国
平均との⽐較を図 1 に⽰す 4)。 

 
図 1  ⼀般廃棄物の福島県におけるリサイクル率と全国のリサイクル率の⽐較 

 
福島県の産業廃棄物については、⽕⼒発電所から排出されるばいじんの再⽣利⽤量の増加などにより、
平成 25 年には 51％に上昇した 5）が、平成 26 年度にはやや減少した 6）。アスファルト塊・コンクリート
塊については、再資源化施設（中間処理施設）へ搬出することを原則としているため、再⽣利⽤率は 100％
である 6)。下⽔汚泥に放射性物質が含まれ、リサイクルが困難であったが、放射能濃度の低下と共に受け
⼊れ先が確保され、リサイクル率は震災前の⽔準（89％）には及ばないものの、平成 26 年時で 30％ほ
どに回復している 6)。 
福島県下では「スマート・エコパークに関する検討会」1)における議論に基づき、ふくしま環境・リサイ
クル関連産業研究会が設⽴され、関連団体や企業による炭素繊維・太陽光パネル・バッテリー・⽯炭灰
混合材料・⼩型家電（レアメタル）のリサイクルについて検討を開始している。この活動の中では、福
島県浜通り地域における廃棄物処理のあり⽅についてもワーキンググループによる研究が進んでいる 7)。 
 
２．福島県環境創造センターにおけるゴミ焼却灰等の研究 

福島県においては、放射線や放射性物質に係るモニタリング、情報収集・発信、放射線計測、除染・廃
棄物、環境動態、環境創造に係る調査研究、教育・研修・交流を⾏うために、福島県環境創造センター
（以下、「創造センター」という。）が設置され平成 28 年 7 ⽉にグランドオープンした。創造センター本
館は福島県三春町に、環境放射線センターは南相⾺市に設置されている。以下では、同センター研究部 
廃棄物グループの研究の⼀端を紹介する。 
創造センターにおいては、除染と廃棄物の研究については図 2、廃棄物に関する調査研究については図 3
のようなスキームを設定している。廃棄物グループでは、当⾯は、図 3 のスキームの中で、これまでに
ゴミ焼却灰からの放射性セシウムの溶出特性、埋⽴処分場からの放射性セシウム浸出状況の確認等を⾏
ってきた。詳細な試験データは講演時に開⽰するが、例えばごみ焼却⾶灰中の放射性セシウムの溶出率
は多くの施設で 60 から 90％の範囲で、⼀部にこれより低い溶出率の⾶灰もあり、溶出特性を左右する 



 
図 2 福島県環境創造センター研究部における除染・廃棄物に関する研究の枠組み 

 
図 3 福島県環境創造センター研究部における廃棄物に関する調査研究の枠組み 
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要因について検討しているところである。また、創造センター研究部では、⼤学等との共同研究なども
⾏う体制を持っており、共同研究のため来所した研究者のための控室なども整備されている。 
 

3. 大学における指定廃棄物減容処理と放射性セシウムの特性に関する研究 

⼤阪産業⼤学および京都⼤学を中⼼とする研究グループでは「放射性物質及び緊急の対応を要する有害
有機物質の固相系における動態と対策新技術に関する研究拠点」という研究プロジェクトを実施してき
た。具体的には、下記の図４に基づく廃棄物除染を想定し、平成 25 年から平成 28 年にかけて、関東以
北の下⽔処理場やゴミ焼却場において、放射性セシウムを含む⾶灰（放射性物質汚染対処特措法に定め
る指定廃棄物）等を対象に 5 回にわたる現場試験を⾏った。試験内容は⾶灰からの溶出試験、溶出液か
らのフェロシアン化物共沈法に基づく共沈試験、限外ろ過試験等で、これらの試験結果から様々な⾶灰
中の放射性セシウム浸出速度と浸出量、浸出した放射性セシウムの化学的・物理的形態、⾶灰洗液から
のセシウムの共沈特性を検討してきた。並⾏して、⼤学の実験室にて模擬廃棄物抽出液に Cs-137 トレー
サーや微量のセシウム安定同位体を添加して、共沈の条件や固液分離促進のための凝集剤添加の最適化
について検討を⾏ってきた。その成果の概要はホームページで紹介する⽂献において公開している 8)が、
本講演でも簡単に紹介する。 

 
図 4  ⼤学の研究グループが構想した指定廃棄物除染⽅法 

 



４．今後の福島県環境創造センターにと大学の取り組み 

本報告１にも記したが、リサイクルのできない廃棄物については焼却処分による減容が主な処理となら
ざるをえないため、放射性セシウム濃度が原廃棄物より⾼くなった焼却灰が発⽣する。放射性セシウム
濃度 8,000Bq/kg 以下の廃棄物は、管理型処分場や⼀般廃棄物処分場に埋め⽴ててよい、というのが国の
基本的な考え⽅であるが、住⺠には放射性物質に対する根強い不安がある。そのため、廃棄物処理者に
よっては埋め⽴て処分を控えて焼却灰を⻑期保管しているケースが少なくない。既存の廃棄物処分場の
設備・構造で微量ながら放射性セシウムを含む廃棄物の処分に対処できるのか、将来の安全と安⼼が担
保できるのかを科学的観点から明らかにしていくことが、必要である。実態の把握、将来の予測、予測
される事態への対策を明らかにし、わかりやすい説明を⾏うことで、住⺠の理解と納得が得られると考
えている。このような⽬的を共有し、創造センター研究部廃棄物グループと京都⼤学·⼤阪産業⼤学のグ
ループは、平成 29 年度より共同研究を開始した。それらの成果についても、今後、紹介していければと
考えている。 
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